
平成23年12月９日
Ｎｏ．３

【編集・発行】
東日本大震災復興対策本部
宮城現地対策本部事務局

● 「ご挨拶」
－宮城現地対策本部長・内閣府大臣政務官 郡和子－ ・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１

● 「行政機関の取組み」
－東北総合通信局、東北運輸局、東北森林管理局－ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２～４

１

東日本大震災復興対策本部宮城現地対策本部長の郡和子でございます。
着任以降、宮城県・被災市町村・関係団体等の皆様との意見交換や現地視察を数多くさせて

いただきました。具体的な復興計画の策定、住民の方々への説明など、復興に向けた皆様の力
強い取組をお聞きし、フェイズが「復旧」から「復興」へと、徐々にしかし確実に移行しつつあること
を実感いたしました。
政府においても、こうした自治体等の皆様の復興への取組を支援するための努力を続けてお

ります。まず、１１月２１日には、東日本大震災からの本格的な復興等を実現するために必要な財
政措置を盛り込み、総額１２兆円、復興関連では９兆円余りという大規模な第三次補正予算が成
立しました。

また、補正予算とともに復興には欠かすことのできない、い
わゆる復興特区法も１２月７日に成立しました。この法律では、
地域の創意工夫を活かした復興を推進するための新たな枠
組みとして、まちづくり・住宅・産業等に関する規制・手続の
特例措置、大胆な税・財政・金融上の支援措置、また、復興
に必要なハード・ソフト事業の各種施策を展開できる自由度
の高い復興交付金制度が創設されております。さらに、府省
の枠組みを超えて被災自治体の要望にワンストップできめ細
かく対応できる復興庁の設置法も１２月９日に成立しました。

今後、地域の皆様が主体となって、こうした政府のメニュー
を大いに活用いただき、具体的な復興に向けた取組や事業を
より円滑かつ迅速に進めていかれることを強く期待いたしま
す。政府といたしましても、県とも連携し、職員の派遣や技術
的な助言など、地域の皆様への支援を行ってまいります。
一段と寒くなりましたが、被災された方々の体とそして心と

両方を支えられるよう、復興という光に向かって、皆様との連
携の上、引き続き全力で取り組んでまいる所存です。

宮城現地対策本部長・内閣府大臣政務官 郡和子



➊ 被災地域の情報通信利用環境を整備
－東北総合通信局－

行政機関の取組み
➊

➋

➌

東北総合通信局では、５月９日に設置された「東日本大震災復興対策支援室」を中心に、被災地域の情

報通信利用環境の復旧・復興を次のとおり支援しています。

１． 重要通信と通信・放送利用環境の確保

被災地域の地域公共ネットワークやブロードバンド基盤の復旧を

支援するとともに、無線ネットワーク（18GHz帯FWA）や移動電源車を
被災自治体に配備し、重要通信の安定的な運用を確保しています。
また、仮設住宅等の通信・放送利用環境を確保するため、インタ

ーネット用の衛星通信システムの設置（県内66地区）やＦＭラジオを
配布するとともに、生活情報や防災情報等を提供する臨時災害放送
局（災害ＦＭ放送局）の開設をサポートしています。

２． 被災地域の情報化推進
総務省は、第３次補正予算において、仮設住宅や全国に避難している被災住民への情報提供など、

被災自治体が抱える課題に対して、インターネット等のＩＣＴを活用して効率的･効果的に情報提供する
などの課題解決への取組みを支援します。

■ 被災地域情報化推進事業 総事業費 100億円 （予算額33.1億円、補助率 1/3）

被災地域の情報通信利用環境を整備 ・・・・・・・・・・・・・・東北総合通信局

海岸防災林の再生と国有林野の活用について ・・・・・・・東北森林管理局

沿岸部の鉄道の復旧に向けた取組について ・・・・・・・・・・・・・・東北運輸局

２

３． 地上デジタル放送への移行

東北３県（岩手、宮城、福島）では、震災の影響を考慮してアナログ放送終了を延期していましたが、
来年（２０１２年）３月３１日に終了します。東北総合通信局では、地上デジタル放送の受信環境を早急に
整備するとともに、相談体制の強化や被災した共聴施設の復旧支援、被災者へのチューナー支援など
を行っています。

地デジの相談は「デジサポ宮城」へ！ ＴＥＬ０２２‐７４５‐１５００

【デジサポによる地デジ相談コーナー】
（石巻市役所）

連絡先：東日本大震災復興対策支援室（宮城県担当：末永室長補佐、菅主査）
TEL 022-221-0654／FAX 022-221-0613／E-mail fukko@ml.soumu.go.jp
URL http://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/

仮設住宅や全国各地に避難している住
民に対して、 地元地域の行政、生活情報
や復興情報等を提供する「ＩＣＴ地域のき
ずな再生・強化」、防災警報等をエリア
メールや放送局等に一括して配信する「災
害に強い情報連携システムの構築」、地
域医療圏の中核的医療機関、診療所等
で保有する患者・住民の医療・健康情報
を提供するための「東北地域医療情報連
携基盤構築事業（東北メディカル・メガバン
ク）」など、７つの事業で被災地域の復興を
支援します。



東日本大震災直後、一旦は全線で運行を停止した東北の鉄道も、鉄道事業者等関係者の
不眠不休の努力により、４月末までには東北新幹線、東北本線等内陸部のＪＲ在来線、仙台
地下鉄が、１０月には仙台空港アクセス鉄道が運行を再開しています。今後も、石巻線（石巻
～渡波間）、仙石線（陸前小野～矢本間）が平成２３年度内に運行再開見込みとなっているよ
うに、着実に復旧・復興に向けた取り組みが進められています。
一方で、ＪＲ仙石線や常磐線の一部区間など、津波により甚大な被害を受けた沿岸部の鉄

道の復旧にあたっては、同様に甚大な被害を受けた沿線地域の復興と調和を図りながら、安
全な鉄道を再開させるため、必要に応じてルート変更や駅の移設等を検討することが重要で
す。
そこで、東北運輸局では、宮城県内については、ＪＲ仙石線・石巻線、大船渡線、気仙沼線、

常磐線を対象に、宮城県、沿線市町、ＪＲ東日本、国等からなる「復興調整会議」を設置し、
調整を進めるなどの取組を行っています。中でも、仙石線については東名駅・野蒜駅の２駅を
含むルート、常磐線については浜吉田駅～駒ヶ嶺駅間のルートの山側への移転案が第３回会
合（９月）にて提示され、具体的な検討が進められています。
東北運輸局では、鉄道と沿線地域の一日も早い復旧・復興に向けた活動を、今後とも進め

て参ります。

３

➋ 沿岸部の鉄道の復旧に向けた取組について
－東北運輸局―



１ 海岸防災林の再生について
約９割が被災した海岸防災林の復旧に向け、まず、高潮や波浪による浸水被害を防ぐため

の緊急対策工事を行いました（気仙沼市と東松島市の国有林のほか、宮城県知事からの要
請を受け、気仙沼市の民有林で実施）。
また、仙台湾沿岸地区の被災した海岸防災林については、宮城県知事からの要請を踏ま

え、民有林直轄治山事業を実施することとしており、これらの本格的な復旧対策に向けて、
市町村の復興計画等も踏まえながら、被災した海岸防災林の再生に取り組んで参ります。

● 緊急対策工事の概要
「気仙沼市・本吉地区」大型土のう積、ガレキ処理を施工（延長９７８ｍ）

４

➌ 海岸防災林の再生と国有林野の活用について
－東北森林管理局－

施行前 施行後

２ 国有林野の活用
被災地のがれき処理を円滑に進めるため、被災により

立木が無くなった海岸部等の国有林野（11月１日現在で約
428ha）を宮城県と仙台市に無償貸付しており、がれきの一
時置き場として活用されています。
今後の復興に当たっても、復興用地として活用可能な国

有林のリストアップや、窓口（復興だより№２「国有地の活用
に関する窓口一元化について」参照）への情報提供・調整に
努め、被災市域のまちづくりを後押しします。

● 宮城現地対策本部事務局の動き
１０月 ６日 宮城現地対策本部事務局員連絡会合（第二回）
１０月１１日 ＮＰＯとの意見交換会
１０月２１日 復興関係制度等説明会
１０月３１日 民主党仮設住宅ＰＴ意見交換会
１１月 ２日 被災三県ＮＰＯネットワークとの意見交換会
１１月 ７日 宮城現地対策本部事務局員連絡会合（第三回）
１１月１０、１７、２５日 仮設住宅等寒さ対策打合せ

【東日本大震災復興対策本部宮城現地対策本部事務局】

〒９８０-００１４ 宮城県仙台市青葉区本町３－２－２３（仙台第２合同庁舎７階）
ＴＥＬ：０２２-２６６-２１６４ ＦＡＸ：０２２-２６６-２１６５ ＵＲＬ：http://www.reconstruction.go.jp/

● 12月７日に東日本大震災復興特別区域法、９日に復興庁設置法が成立しました。

（公共インフラ係る復興施策）
http://www.reconstruction.go.jp/topics/post‐1.html
（公共インフラ以外の復興施策）
http://www.reconstruction.go.jp/topics/post‐2.html

詳細については、東日本大震災復興対策本部のＨＰをご覧ください。
【復興施策の事業計画及び工程表】

● 第10回東日本大震災復興対策本部会合（11月29日開催）にて、復興工程表が改定されました。

詳細については、東日本大震災復興対策本部のＨＰをご覧ください。
【東日本大震災復興特別区域法】
http://www.reconstruction.go.jp/topics/2011/12/000344.html
【復興庁設置法の概要】
http://www.reconstruction.go.jp/topics/2011/12/000348.html


